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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第54期 

第２四半期連結 
累計期間 

第55期 
第２四半期連結 

累計期間 
第54期 

会計期間 
自平成28年１月１日 
至平成28年６月30日 

自平成29年１月１日 
至平成29年６月30日 

自平成28年１月１日 
至平成28年12月31日 

売上高 （千円） 3,877,805 3,822,647 8,102,858 

経常利益又は経常損失（△） (千円) △293,073 8,774 33,235 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益又は親会社株主に帰属

する四半期純損失（△） 

(千円) △311,561 40,788 3,063 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △607,525 △47,488 △158,537 

純資産額 （千円） 3,281,124 3,549,266 3,730,102 

総資産額 （千円） 10,102,639 9,851,345 10,277,456 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△） 

（円） △18.72 2.47 0.18 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 32.5 36.0 36.3 

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） 308,480 △34,730 576,577 

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） △59,172 175,732 197,484 

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー 
（千円） △367,886 △172,203 △815,486 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（千円） 841,793 882,526 929,176 

 

回次
第54期

第２四半期連結
会計期間

第55期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自平成28年４月１日
至平成28年６月30日

自平成29年４月１日
至平成29年６月30日

１株当たり四半期純利益金額又は１

株当たり四半期純損失金額（△） 
（円） △10.71 3.50 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。

     ２．売上高には消費税等は含まれておりません。
     ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、第54期第２四半期連結累計期間については１株当

たり四半期純損失金額であり、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。また、第55期第２四半期
連結累計期間及び第54期については潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

２【事業の内容】
 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。
また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載し

た事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】
 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

  (１）業績の状況

当第２四半期連結累計期間における日本経済は、企業収益や雇用情勢等において改善の動きが続き、個人消費に

も持ち直しの動きが見られる等、緩やかな回復基調で推移しました。一方、米国新政権の政策動向や地政学リスク

の高まり等により、景気の先行きは不透明な状況が継続しました。

 当社グループの業績に関連の深い住宅市場におきましては、賃貸住宅は引続き堅調に推移したものの、持家の着

工戸数は前年同期に比べ微減となりました。 

 このような経済環境のもと、当社グループは、営業力の強化、内製品の原価低減に努めるとともに、資産売却を

進める等、収益力の強化と経営のスリム化に取り組んでまいりました。当第２四半期連結累計期間の売上高は前年

同期比1.4％減の3,822百万円となり、営業損益は、売上高の減少や鉄・ステンレス等の原材料及び製品の仕入価格

が上昇したこと等の影響により、13百万円の損失（前年同期は20百万円の損失)となりました。経常損益は、在外連

結子会社において為替差損が縮小したことや現物配当として不動産を取得したこと等により、８百万円の利益（前

年同期は293百万円の損失)となり、親会社株主に帰属する四半期純損益は投資有価証券売却益の計上や繰延税金資

産の取り崩し等により40百万円の利益（前年同期は311百万円の損失)となりました。 

 

報告セグメントの概況は次のとおりであります。

 

［建築用ファスナー及びツール関連事業］

 当事業の主力製品であるドリルねじ・ガスツールのシェアアップ及び高機能ねじ等の建材メーカーへのスペック

インに向けた営業活動並びに製造原価の低減活動を進めてまいりました。業績につきましては、外部売上高は

3,546百万円（前年同期比1.3％減）と微減となり、セグメント損益は売上原価やセグメント内での販管費の削減に

より、８百万円の利益（前年同期は３百万円の損失）となりました。

［自動車・家電等部品関連事業］

 中国における自動車用部品につきましては、日系自動車部品メーカーを中心に販売を推進した結果、現地通貨ベ

ースでの売上高は微増となりましたが、外貨換算レートの関係で円ベースでの売上高は前年同期比2.5％減の271百

万円となりました。セグメント損益は原価低減を推し進めた影響等により18百万円の利益（前年同期比10.4％増）

となりました。

［その他事業］

 その他事業は日本における不動産賃貸事業であり、外部売上高は５百万円（前年同期比1.3％減）となり、セグ

メント損益は２百万円の利益（前年同期比7.3％減）となりました。

 

 （２）財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末における財政状態は以下のとおりであります。

資産合計は前連結会計年度末に比べ426百万円減少の9,851百万円となりました。これは受取手形及び売掛金の減

少178百万円並びに投資有価証券の減少138百万円が主な要因であります。

負債合計は前連結会計年度末に比べ245百万円減少の6,302百万円となりました。これは短期借入金（１年内返済

予定の長期借入金を含む）の増加145百万円、電子記録債務の減少83百万円並びに長期借入金の減少151百万円、そ

の他の流動負債の減少148百万円が主な要因であります。

純資産合計は前連結会計年度末に比べ180百万円減少の3,549百万円となりました。これは自己株式の取得による

減少83百万円及びその他有価証券評価差額金の減少75百万円が主な要因であります。
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 （３）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ46百万円減の882百万円となり

ました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果、キャッシュ・フローは34百万円の支出（前年同期は308百万円の収入）となりました。これはたな

卸資産の増加及び法人税等の支払い等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果、キャッシュ・フローは175百万円の収入（前年同期は59百万円の支出）となりました。これは主に

投資有価証券の売却及び貸付金の回収等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果、キャッシュ・フローは172百万円の支出（前年同期は367百万円の支出）となりました。これは主に

自己株式の取得及び配当金の支払い等によるものであります。

 

 （４）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

 （５）研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、23百万円であります。

なお、第２四半期連結累計期間において、セグメントごとの研究開発活動の状況に重要な変更はありませんが、平成

29年３月28日開催の当社取締役会において、研究開発プロセスの効率化と、顧客ニーズを捉えた商品をスピーディーに

開発していくことを目的として、研究開発本部の設立を決議し、４月１日付で新設いたしました。

同本部は、開発戦略の企画立案、開発テーマの進捗管理・審査及び各部門にわたる研究開発関連業務の調整等を担当

いたします。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 39,800,000

計 39,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成29年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成29年８月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 18,688,540 18,688,540
東京証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら限定の

ない当社における標準

となる株式であり、単

元株式数は100株であ

ります。

計 18,688,540 18,688,540 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成29年４月１日～

平成29年６月30日
－ 18,688,540 － 2,550,000 － 650,000
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（６）【大株主の状況】

    平成29年６月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

積水ハウス株式会社 大阪市北区大淀中１丁目１－88 3,877 20.75 

日本パワーファスニング株式会社 大阪市北区大淀中１丁目１－90 2,463 13.18 

土肥雄治 中華人民共和国香港特別行政区 1,504 8.05 

土肥智雄 大阪府豊中市 1,006 5.38 

伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 東京都中央区日本橋１丁目４－１ 1,000 5.35 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５－５ 766 4.10 

株式会社池田泉州銀行 大阪市北区茶屋町18－14 762 4.08 

株式会社滋賀銀行 滋賀県大津市浜町１－38 753 4.03 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６－６ 341 1.83 

モリテックスチール株式会社 大阪市中央区谷町６丁目18－31 212 1.14 

計 － 12,687 67.89 

 

（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,463,000 － 単元株式数 100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,210,700 162,107 同上

単元未満株式 普通株式 14,840 －
一単元(100株)未満の

株式

発行済株式総数 18,688,540 － －

総株主の議決権 － 162,107 －

（注）1.「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権10個）含ま
れております。 

2.「単元未満株式」には当社保有の自己株式が26株含まれております。 
 

 

②【自己株式等】

平成29年６月30日現在
 

所有者の氏名又

は名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

日本パワーファス

ニング株式会社

大阪市北区大淀中

１丁目１－90
2,463,000 ― 2,463,000 13.18

計 ― 2,463,000 ― 2,463,000 13.18

 （注）なお、当第２四半期会計期間末日現在の自己株式数は2,463,026株であります。
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２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は次のとおりであります。

 

 役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役副社長 研究開発本部長 代表取締役副社長 ― 小山 昇 平成29年４月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成29年４月１日から平

成29年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年１月１日から平成29年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、SCS国際有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

 第54期連結会計年度   仰星監査法人

 第55期第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間   SCS国際有限責任監査法人
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 987,414 910,533 

受取手形及び売掛金 1,924,584 1,746,096 

電子記録債権 1,029,891 1,023,413 

商品及び製品 1,121,717 1,244,430 

仕掛品 345,368 320,912 

原材料及び貯蔵品 622,472 631,609 

その他 175,111 134,770 

貸倒引当金 △3,315 △3,285 

流動資産合計 6,203,244 6,008,481 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 1,115,607 1,026,553 

機械装置及び運搬具（純額） 605,085 564,502 

土地 1,320,286 1,320,286 

その他（純額） 101,090 111,845 

有形固定資産合計 3,142,070 3,023,188 

無形固定資産 117,078 100,436 

投資その他の資産    

投資有価証券 523,717 384,814 

その他 314,267 356,220 

貸倒引当金 △22,922 △21,795 

投資その他の資産合計 815,062 719,239 

固定資産合計 4,074,211 3,842,864 

資産合計 10,277,456 9,851,345 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年12月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成29年６月30日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 861,071 894,046 

電子記録債務 766,757 683,262 

短期借入金 1,743,460 1,943,500 

1年内返済予定の長期借入金 942,271 888,206 

未払法人税等 54,106 19,661 

賞与引当金 2,021 5,985 

その他 585,248 437,182 

流動負債合計 4,954,936 4,871,844 

固定負債    

長期借入金 1,380,580 1,229,415 

退職給付に係る負債 13,151 13,151 

その他 198,686 187,668 

固定負債合計 1,592,417 1,430,234 

負債合計 6,547,354 6,302,079 

純資産の部    

株主資本    

資本金 2,550,000 2,550,000 

資本剰余金 1,528,007 1,528,007 

利益剰余金 △619,716 △628,850 

自己株式 △328,793 △412,218 

株主資本合計 3,129,497 3,036,937 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 88,527 13,110 

土地再評価差額金 33,964 33,964 

為替換算調整勘定 478,113 465,253 

その他の包括利益累計額合計 600,605 512,328 

純資産合計 3,730,102 3,549,266 

負債純資産合計 10,277,456 9,851,345 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年６月30日) 

売上高 3,877,805 3,822,647 

売上原価 3,036,029 2,970,658 

売上総利益 841,775 851,988 

販売費及び一般管理費 ※１ 862,516 ※１ 865,011 

営業損失（△） △20,740 △13,023 

営業外収益    

受取利息 580 775 

受取配当金 7,386 84,160 

その他 15,783 6,602 

営業外収益合計 23,751 91,537 

営業外費用    

支払利息 24,968 18,038 

為替差損 250,498 36,515 

その他 20,617 15,187 

営業外費用合計 296,085 69,740 

経常利益又は経常損失（△） △293,073 8,774 

特別利益    

投資有価証券売却益 - 54,769 

固定資産売却益 - 18,426 

その他 - 11,865 

特別利益合計 - 85,061 

特別損失    

特別退職金 ※２ 4,968 ※２ 15,322 

減損損失 1,388 - 

特別損失合計 6,356 15,322 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
△299,430 78,512 

法人税等 12,131 37,724 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △311,561 40,788 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△） 
△311,561 40,788 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年６月30日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △311,561 40,788 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △106,886 △75,416 

繰延ヘッジ損益 △11,199 - 

土地再評価差額金 5,884 - 

為替換算調整勘定 △183,762 △12,859 

その他の包括利益合計 △295,964 △88,276 

四半期包括利益 △607,525 △47,488 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △607,525 △47,488 

非支配株主に係る四半期包括利益 - - 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成28年１月１日 

 至 平成28年６月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成29年１月１日 
 至 平成29年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△） 
△299,430 78,512 

減価償却費 139,201 126,252 

のれん償却額 4,882 4,649 

減損損失 1,388 - 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △16 △30 

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,331 3,981 

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,874 - 

受取利息及び受取配当金 △7,967 △84,935 

支払利息 24,968 18,038 

為替差損益（△は益） 226,246 17,150 

投資有価証券売却損益（△は益） - △54,769 

有形固定資産売却損益（△は益） - △18,426 

有形固定資産除却損 - 5,123 

売上債権の増減額（△は増加） 66,288 179,809 

たな卸資産の増減額（△は増加） △46,647 △114,933 

未収入金の増減額（△は増加） △7,374 △10,402 

仕入債務の増減額（△は減少） 183,580 △48,389 

未払消費税等の増減額（△は減少） △26,054 △46,088 

特別退職金 - 15,322 

その他 82,653 △42,004 

小計 337,515 28,858 

利息及び配当金の受取額 7,862 5,934 

利息の支払額 △22,827 △17,370 

法人税等の支払額 △14,068 △36,829 

特別退職金の支払額 - △15,322 

営業活動によるキャッシュ・フロー 308,480 △34,730 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △79,071 △28,172 

定期預金の払戻による収入 - 56,344 

投資有価証券の売却による収入 - 109,912 

有形固定資産の取得による支出 △36,622 △53,381 

有形固定資産の売却による収入 5,524 16,400 

無形固定資産の取得による支出 △785 - 

貸付金の回収による収入 51,660 73,800 

その他 122 829 

投資活動によるキャッシュ・フロー △59,172 175,732 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 183,387 216,915 

長期借入れによる収入 - 260,004 

長期借入金の返済による支出 △499,260 △465,234 

割賦債務の返済による支出 △10,458 △10,625 

リース債務の返済による支出 △41,542 △39,916 

自己株式の取得による支出 △12 △83,425 

配当金の支払額 - △49,921 

財務活動によるキャッシュ・フロー △367,886 △172,203 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △48,998 △15,448 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △167,576 △46,649 

現金及び現金同等物の期首残高 1,009,370 929,176 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 841,793 ※ 882,526 
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【注記事項】

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１四半期

連結会計期間から適用しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

 
 前第２四半期連結累計期間 

（自  平成28年１月１日 
  至  平成28年６月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成29年１月１日 

  至  平成29年６月30日） 

賞与・給与手当 319,275千円 330,950千円 

 

※２ 特別退職金

構造改革に伴う早期退職加算金であります。

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成28年１月１日
至  平成28年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成29年１月１日
至  平成29年６月30日）

現金及び預金勘定 913,830千円 910,533千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △72,036 △28,006

現金及び現金同等物 841,793 882,526

 

（株主資本等関係） 

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年６月30日）

 １．配当金支払額

該当事項はありません。

 

 ２．株主資本の金額の著しい変動 

当社は会社法第452条の規定により、平成28年３月29日開催の第53期定時株主総会決議に基づき、同日付で
その他資本剰余金を109,322千円減少し、繰越利益剰余金を同額増加いたしました。 
 この結果、当第２四半期連結累計期間において、資本剰余金が109,322千円減少し、利益剰余金が同額増加し
ております。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日）

 １．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月28日

定時株主総会
普通株式 49,921 3 平成28年12月31日 平成29年３月29日 利益剰余金

 

 

 ２．株主資本の金額の著しい変動 

当社は、平成29年５月22日開催の取締役会において自己株式を取得することを決議し、普通株式415千株を
83,415千円で取得しました。
当該取引等の結果、当第２四半期連結会計期間末における自己株式は412,218千円となっております。
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 （セグメント情報等）
【セグメント情報】 
Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成28年１月１日 至 平成28年６月30日） 
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

その他事業

（注）１ 
合計 

調整額 

（注）２ 

四半期連結 

損益計算書計上額

（注）３ 
 

建築用ファスナ 

ー及びツール 

関連事業 

自動車・家電等

部品関連事業 

売上高            

外部顧客への売

上高 
3,594,469 277,943 5,392 3,877,805 - 3,877,805 

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

- - - - - - 

計 3,594,469 277,943 5,392 3,877,805 - 3,877,805 

セグメント利益又

は損失（△） 
△3,605 16,703 3,014 16,112 △36,852 △20,740 

 （注）１.「その他事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業
を含んでおります。

２. セグメント利益又は損失（△）の調整額は各報告セグメントには配賦していない全社費用であ
り、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３. セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報
（固定資産に係る重要な減損損失）
 該当事項はありません。 
 
（のれんの金額の重要な変動）
 該当事項はありません。

 
Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成29年１月１日 至 平成29年６月30日） 
１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 

その他事業

（注）１ 
合計 

調整額 

（注）２ 

四半期連結 

損益計算書計上額

（注）３ 
 

建築用ファスナ 

ー及びツール 

関連事業 

自動車・家電等

部品関連事業 

売上高            

外部顧客への売

上高 
3,546,303 271,019 5,324 3,822,647 - 3,822,647 

セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

- - - - - - 

計 3,546,303 271,019 5,324 3,822,647 - 3,822,647 

セグメント利益又

は損失（△） 
8,795 18,442 2,794 30,033 △43,056 △13,023 

 （注）１.「その他事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業
を含んでおります。

２. セグメント利益又は損失（△）の調整額は各報告セグメントには配賦していない全社費用であ
り、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３. セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 
（固定資産に係る重要な減損損失）
 該当事項はありません。 
 
（のれんの金額の重要な変動）
 該当事項はありません。

- 14 -



（１株当たり情報） 

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年６月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額（△）
△18円72銭 ２円47銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（千円）

△311,561 40,788

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額又は親会社株主に帰属する四半期純損

失金額（△）（千円）

△311,561 40,788

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,640 16,521

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第２四半期連結累計期間については１株当たり四半期

純損失金額であり、潜在株式が存在しないため、記載しておりません。また、当第２四半期連結累計期間について

は潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

 当社は平成29年７月21日開催の取締役会において、早期退職優遇の特別制度の実施を決議いたしました。

 

１．早期退職優遇の特別制度の実施の理由

当社グループでは新製品開発部門の強化、中国現地法人の経営体制の刷新、固定費削減による原価低減等、様々

な対応策を展開しております。 

当社グループの業績は、一昨年と比較して、昨年、今年と改善しておりますが、経済環境の変化に対する柔軟な

対応や安定的な事業運営を図るためには、さらなる収益性の向上及び人事の若返り・活性化が必要であると考えて

おります。 

こうした状況の中、当社は、将来的な人件費の負担増を回避し、組織のスリム化及び若手社員の活用を進め、長

期安定的な収益構造を再構築するため、既に導入している制度に特別な条件を追加した、「早期退職優遇の特別制

度」を期間限定で実施することを決議いたしました。 

 

２．早期退職優遇の特別制度の概要

（１）対象者  当社の正社員（平成29年８月１日現在で満50歳以上の社員で、会社が認める者） 

（２）募集人員 20名程度 

（３）募集期間 平成29年８月１日から平成29年８月31日 

（４）退職日  平成29年９月30日 

（５）優遇措置 特別退職金を支給するほか、特別加算金を別途支給いたします。 

 

３．今後の見通し

今回の早期退職優遇の特別制度の実施によって発生する特別加算金等は平成29年12月期連結業績において、特別

損失として計上する予定でありますが、現時点では応募者数が未確定であるため、業績への影響を合理的に見積も

ることは困難であります。

 

２【その他】

 該当事項はありません。

 

 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年８月８日

日本パワーファスニング株式会社 

取締役会 御中 

 

SCS国際有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

  公認会計士 牧  辰人  印 

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員 

  公認会計士 松山 元浩  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本パワーファ
スニング株式会社の平成29年１月１日から平成29年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成29年４
月１日から平成29年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成29年１月１日から平成29年６月30日まで）に係る
四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連
結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 
監査人の責任
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本パワーファスニング株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日
現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に
表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

強調事項
 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成29年７月21日開催の取締役会において、早期退職優遇の特別制
度の実施について決議した。
 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 
その他の事項
 会社の平成28年12月31日をもって終了した前連結会計年度の第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間に係
る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査
が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して平成28年８月８日付けで無限定の結論を表明してお
り、また、当該連結財務諸表に対して平成29年３月29日付けで無限定適正意見を表明している。

 
利害関係
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
 

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

     ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれておりません。 

 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 近畿財務局長

【提出日】 平成29年８月10日

【会社名】 日本パワーファスニング株式会社

【英訳名】 JAPAN POWER FASTENING CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役会長兼社長  土肥 雄治 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 大阪市北区大淀中１丁目１番90号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役会長兼社長 土肥 雄治は、当社の第55期第２四半期（自 平成29年４月１日 至 平成29年６月

30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。


